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NY マーケットレポート（2022 年 3 月 15 日） 
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NY 市場レポート （前日 21 時 00分～午前 5時 30分まで） 
 

米国の主要な経済指標の結果 

3 月ニューヨーク連銀製造業景気指数 -11.8（予想 7.0・前回 3.1） 

3 月の NY 連銀製造業景況指数は、市場予想に反してマイナスに低下し、2020年 5月以来の大幅なマイナスと

なった。仕入価格が 73.8（前月 76.6）、販売価格が 56.1（54.1）と高止まりしている中、新規受注は-11.2

（前月 1.4）、出荷は-7.4（2.9）、雇用者数も 14.5（23.1）と大きく低下したことが影響した。 
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2 月生産者物価指数（前月比） 0.8％（予想 0.9%・前回 0.8%⇒1.2%） 

2 月生産者物価指数（前年比） 10.0％（予想 10.0%・前回 9.7%⇒10.0%） 

2 月生産者物価指数[コア]（前月比） 0.2％（予想 0.6%・前回 0.8%⇒1.0%） 

2 月生産者物価指数[コア]（前年比） 8.4％（予想 8.7%・前回 8.3%⇒8.5%） 

2 月の米生産者物価指数は、前年比ベースで前月の伸び率（前月結果は上方修正）と並び、過去最高を維持

した。ロシアのウクライナ侵攻を背景にした原油価格の上昇や、感染拡大からの経済活動再開に伴うサプラ

イチェーンの混乱が物価を押し上げた。ただ、前月比では市場予想を下回った。前年比ベースでは、財が

+14.4％、エネルギーが+33.8％、食品が+13.7％、サービスが+7.8％となった。 
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ダウ平均は続伸、ナスダック、S&P500は反発 

米株式市場では、2 月の米生産者物価指数が前月比ベースで市場予想を下回ったことや、原油先物が大幅下

落となったことで、インフレ加速が景気を圧迫するとの懸念が和らぎ、主要株価指数は堅調な動きとなった。

ダウ平均株価は、序盤から堅調な動きとなり、一時前日比 675 ドル高まで上昇した。引けにかけてやや上げ

幅を縮小したものの、599.10 ドル高（+1.82％）で終了した。一方、ハイテク株中心のナスダックは、367.40

ポイント高（+2.92％）で終了した。 
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FOMCを控えてドル/円は底固い動きが続く 

NY 市場では、ウクライナとロシアの停戦協議への期待を背景に、ドル円・クロス円は序盤から堅調な動きと

なった。さらに、FOMCを控えて米国の長短金利が上昇したことから、ドルは対円で堅調な動きが続き、一時

118.40まで上昇した。ただ、東京時間に付けた 2017年 1月以来の高値となる 118.45には届かなかった。そ

の後、ウクライナとロシアの停戦協議で進展が見られなかったことや、ロシアのプーチン大統領が「ウクラ

イナは互いに受け入れ可能な解決策の模索に真剣でない」と発言したことを受けて地政学リスクが意識され、

ユーロはドルや円に対して軟調な動きとなった。ユーロの下落を受けてその他の欧州通貨も上値の重い動き

となった。一方、原油先物が大幅下落となったことが影響し、資源国通貨は上値の重い動きとなった。ただ、

米主要株価指数が大幅上昇となったこともあり、クロス円の下値は限定的だった。 

 

出所：総合分析チャート 

 

提供：SBI リクイディティ・マーケット株式会社 

お客様は、本レポートに表示されている情報をお客様自身のためにのみご利用するものとし、第三者への提供、再配信を行うこ

と、独自に加工すること、 複写もしくは加工したものを第三者に譲渡または使用させることは出来ません。情報の内容について

は万全を期しておりますが、その内容を保証するものではありません。 また、これらの情報によって生じたいかなる損害につい
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